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要約
２次データを用いて企業内労働市場について分析を行い，複数の「正規従
業員」が存在することを検討した。分析から３点の発見事実が挙げられる。
第１に，企業内の雇用区分について組み合わせが複数存在していること，第
２に，転換制度を導入している雇用区分ほど，処遇均衡を志向しているこ
と，第３に，労働組合は，正規従業員の雇用区分数を抑制し，代わりに非正
規従業員の雇用区分数を増やす機能があることが確認された。これらの３つ
の発見事実から我が国における企業内労働市場モデルを提示する。
１．問題意識
２．内部労働市場と人材ポートフォリオ
３．データセット
４．分析結果
５．ディスカッション
６．まとめと今後の課題
１．問題意識
本稿の目的は，２つのデータセットを用いて企業内労働市場の様相を立体
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的に分析し，企業側がどのようにして雇用区分を決定するのかを検討するこ
とにある。
一時期，日本経済の景気は回復基調となり，新卒を積極的に採用する動き
が見られたが，２００８年９月に発生したリーマンショックにより，企業の雇用
意欲は急速に減退し，採用抑制に乗り出している。こうした景気の影響を受
けた結果，企業内部の労務構成は，今や「ひょうたん型」や「つぼ型」など，
ますますいびつになっている。
さらに，９０年代以降，転職者が増加している。総務省の『就業構造基本調
査』でも有業者の中で転職経験者の占める割合が４８．４％（総務省，２００３）で
あることからも転職経験者が職場の中にかなり多くいることが分かる。こう
したことの結果，多くの人材が外部労働市場から採用されて企業内労働市場
に参入してきたと考えられる。また，製造業派遣の解禁や２０００年代の人員削
減とシェアドサービスの導入，アウトソーシング，一部企業の成果主義導入，
非正規従業員による正規従業員の代替などにより企業内労働市場自体が変質
したという報告もなされている（西村，２００８）。
一方で，非正規従業員を企業内労働市場の最下層として組み込む動き（玄
田，２００８）や非正規従業員の「正社員化」が主張されている（玄田，２００７）。
これらの変化を踏まえて本稿では，２０００年以降，企業を取り囲む様々な変
化に対して，企業内でどのような変化が起きているのかを明らかにする。具
体的に，企業内労働市場の３つの側面に注目する。第１に，雇用区分の実態
把握である。つまり，正規従業員にどれくらいの雇用区分を設けているのか，
また各区分の職務特性や労働条件を把握することである。第２は，雇用区分
同士の人材マネジメントの関連性の理解であり，各雇用区分間の連続性とし
て転換制度の有無に注目する。第３は，雇用区分の規定要因としての労働組
合の存在である。労働組合が企業内の従業員の保護をその主な役目とするの
であれば，企業内労働市場の分断を引き起こしかねない雇用区分の多様化
は，労働組合にとっても大きな問題となる可能性があるからである。
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２．内部労働市場と人材ポートフォリオ
企業内労働市場に関する議論は，近年，人材ポートフォリオという概念で
再構築されつつある。１９９０年代以降，日本企業は，不況に伴う人員削減，新
卒採用の著しい制限（玄田，１９９７）ならびに非正規従業員の増大により内部
労働市場の雇用が短期化・外部化してきた。こうした内部労働市場の変化に
伴い，正規従業員と非正規従業員の境界線問題から従業員の職務デザインの
違いに応じて人材マネジメントを変える人材ポートフォリオの議論が１９９０年
代後半からなされるようになった。いわゆる柔軟な企業モデルである。
柔軟な企業は，企業が市場での不確実性や技術革新に対応するために考え
られたモデルであり，機能的柔軟性，数量的柔軟性，金銭的柔軟性を組み合
わせることで柔軟性を高めるとされる（Atkinson，１９８５）。柔軟な企業モデ
ルは，企業特殊的な活動を担うコア従業員とコア従業員の周辺に数量的・金
銭的柔軟性の確保のために置かれる周辺グループに分けられ，コア業務には
正規従業員，周辺業務には非正規従業員を配置することが合理的であると主
張する。こうして企業は，金融商品のポートフォリオのように，企業内の雇
用区分を細分化し，個別に人事管理を行うことで企業は，不確実性への対応
力の向上，人件費の変動費化と削減，教育訓練コストの効率化してきた（佐
藤，２００８）。
不確実性への対処やコストを強く意識した人事管理は，欧米で１９８０年代以
降に発生した戦略人材マネジメント（strategic human resource management）
の潮流と合わさって，戦略の要素を加味して研究されるようになった。役割
の違いに応じて人材を多様化させて人材を管理するだけでなく，企業全体の
人材の組合せを考える視点である。こうした人材の組合せに注目した人材
ポートフォリオに関する内外の既存研究（新・日本的経営システム等研究プ
ロジェクト編，１９９５；Lepak & Snell，１９９９；波多野・守島・鳥取部，２０００；
守島，２００１）は，それぞれ類型化に用いる２軸が異なるものの，雇用区分の
外部化，内部化という２元論に留まらず，企業内部や企業外部の区分の多様
化を説明する枠組みを提示した２。
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しかし，人材ポートフォリオは，論者によって類型に用いる軸が異なるこ
とや，特定の人材ポートフォリオと成果変数との関係性が理論的に裏づけら
れていないために理論的な側面が先行している（平野，２００８）。人材ポート
フォリオに関する実証研究も僅かながら存在するものの，主に非正規従業員
を主な対象としている（平野，２００８；朴・平野，２００８）。
人材ポートフォリオ論だけでなく，内部労働市場論に範囲を広げてみても
玄田（２００７；２００８）のように，非正規従業員が外部労働力に位置するだけで
なく，内部労働市場にも同時に組み込まれているという視点はあるものの，
多くの企業でコア従業員とされる正規従業員の人材ポートフォリオに主眼を
置いた研究はほとんどない。既存研究は，雇用の内部化から外部化に伴う内
部労働市場の融解に焦点を当てており，派遣労働者を中心とした外部労働力
の活用と内部労働力との境界設定に関する研究や，逆に外部労働市場を内部
労働市場に取り込むことによる境界設定に注目してきた（玄田，２００７）。
企業内労働市場の変容に伴い，正規従業員をこれまでと同じ安定的で且つ
長期的な視点から育成がなされる人材群として捉えてよいのか，それとも失
われた１０年を経て再構築された企業内労働市場では，これまでと異なる正規
従業員が発生しているのか不明な点が多い。そこで本稿は，２次データ分析
を通じて正規従業員を中心とした企業内労働市場の実態を明らかにする。
３．データセット
３－１．質問票の概要
分析には２つのデータが用いられている。メインに用いたデータは，連合
総合生活開発研究所が２００２年１０月から１１月にかけて実施した「雇用管理の現
状に関する調査」を再分析したものである。配布数は２，９２５部で人事担当者
に送付された（回収率１８．７％，５４７社）。ただし，注意しなければならないの
は，質問票は２つのルートから展開・回収がされており，その合計であると
いう点である。ルートの１つは，連合（日本労働組合総連合会）傘下の民間
産業別組織を通じた展開である（９２５部配布，回収３９９部，回収率４３．１％）。
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もう１つのルートは，帝国データバンクにある連合非加盟組合の多い産業に
属する従業員５００名以上の企業（無組合企業を含む）の人事部への配布であ
る（２０００部配布，回収１４８部，回収率７．４％）。
もう１つのデータは，内閣府経済社会総合研究所が財団法人関西社会経済
研究所に委託した「平成１９年度 少子高齢化の下での持続的成長と財政再建
に関する国際共同研究」の中で行われた質問票調査である。上場企業４，０１４
社の人事部を対象に２００７年１２月６日から１７日にかけて人事部に送付され，最
終的な回収率は２．４％（９８社）であった。質問票は，「雇用管理の現状に関す
る調査」を正規従業員にフォーカスして再構成されている。
３－２．データ概要
２００２年の雇用管理の現状に関する調査を見ると，産業では，５４７社のうち，製
造業が全体の３０．７％，次いで小売業の１８．３％，サービス業の１４．６％続く。企業
の設立経過年数（２００２－企業設立年）は，中央値５２年，平均５３年である。また，
全体の８３．４％にあたる４５６社が労働組合を有している企業である。２００１年時点
の正規従業員数は，中央値で８７４名，規模別にみると，５００人から１，０００人の
企業が全体の２９．４％，１，０００人から２，０００人の企業が２２．８％である。サンプル
企業の売上高は５２４億円（中央値），利益は１１億円（中央値）である。これら
のことから，サンプルの企業は，製造業を中心として戦後間もなく設立され
た１，０００人から２，０００人の従業員を抱える大企業であると考えることができる。
４．分析結果
４－１．現状分析
まず２つのデータを用いて２００２年と２００７年の非正規従業員を含めた企業全
体の状況を見ておこう。母集団が異なるので単純な比較はできないが，２０００
年以降の企業内労働市場のトレンドは見ることができるだろう。そこで正規
従業員と非正規従業員の雇用区分数について２００２年と２００７年の２つをクロス
集計でまとめたのが図表１である。２００２年時点では，正規従業員が１区分で
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非正規従業員を２区分以上用いている企業が多い。しかし，正規従業員が１
区分である企業は，全体の４４．５％であるから，半数以上の企業が正規従業員
に複数の雇用区分を設けているとも言い換えることができる。最も多い組み
合わせは，「正規従業員が１区分×非正規従業員３区分」（１３．３％）であるが，
全体の１０％程度に過ぎない。正規従業員と非正規従業員の組み合わせが企業
のビジネスモデルや戦略に応じて多様になりつつある。
次に５年後に実施したデータを見ると，雇用区分数は，正規従業員は１区
分と２区分が多く，非正規従業員は２区分と３区分が多い。正規従業員の雇
用区分設定状況（９６社）は，１区分が最も多い（３６．８％）。だが，正規従業
員を３区分以上設けている企業も３割程度（１６．８％＋１２．６％）存在している。
多くの企業が２つから３つの雇用区分を用いていることが分かる（平均２．２；
中央値２．０）。
正規従業員と非正規従業員の雇用区分の組み合わせ（９５社）を見ると最も
多いのは，「正規従業員１区分×非正規従業員２区分」であるが，１３．７％と
全体の２割にも満たない。逆に「正規従業員２区分×非正規従業員２区分」
でも１０％を超えている。２００２年時点と比較して正規従業員の雇用区分を２区
分以上設けている企業が増えているように思われる。
非正規従業員の雇用区分数
区分なし １区分 ２区分 ３区分 ４区分以上 計
正規従業員の
雇用区分数
１区分 １．１ ９．５ １３．７ ５．３ ７．４ ３６．８
２区分 １．１ ７．４ １１．６ ９．５ ４．２ ３３．７
３区分 １．１ １．１ ６．３ ４．２ ４．２ １６．８
４区分以上 ２．１ １．１ ３．２ ３．２ ３．２ １２．６
計 ５．３ １８．９ ３４．７ ２２．１ １８．９ １００．０
非正規従業員の雇用区分数
１区分 ２区分 ３区分 ４区分以上 計
正規従業員の
雇用区分数
１区分 ７．５ １２．４ １３．３ １１．３ ４４．５
２区分 ３．２ ７．５ ７．７ ７．３ ２５．７
３区分 ２．３ ６．８ ３．６ ３．９ １６．５
４区分以上 ２．１ ４．７ ３．８ ２．８ １３．３
計 １５．０ ３１．３ ２８．３ ２５．３ １００
図表１ 正規従業員と非正規従業員の雇用区分数の関係
１．２００２年
注１：質問票の中に「非正規従業員はいない」という選択肢がないため「非正規区分なし」の選択肢は存在し
ない。無回答の５社は除外している。
２．２００７年
出所：西村・守島（２００９）
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こうした雇用区分の多様化を受けて，企業内では雇用区分ごとにどのよう
な人事管理が行われているのかを２００２年に実施された「雇用管理の現状に関
する調査」を用いて詳しく分析する。
正規従業員についてコア従業員とノン・コア従業員を区別したうえで両者
の特徴を見ていこう。コア従業員の定義は実はさほど明確ではなく，何を以
って言うのかは議論の余地がある。こうした点を鑑み，平野（２００４）は資源
ベース理論，取引コスト経済学，心理的契約理論などを用いてコア従業員の
定義を試みている。平野（２００４）によれば，コア従業員とは，自身と他者の
技能の相補性を利用して業績に結び付けていく企業特殊技能を有する人材で
あるという。同様に守島（２００９）も，平野（２００４）の定義を踏まえて「高い職
務遂行能力や成果によって選抜され，企業の営む中核的なビジネスに対して
不可欠度（essentiality）の高い人材であるとしている。したがって，コアとノ
ン・コア従業員を分ける軸は，経営層やホワイトカラーといった職位や職種
ではなく，与えられた仕事に対する成果とその人事管理によることがわかる。
そこで本稿では，コア従業員を弁別する方法として，雇用区分の定めの有
無と勤務地の限定性に注目する。なぜならコア従業員を育成し，能力の伸長
および見極めを行なうためには，雇用期間の定めを設けることなく，長期的
な視点が必要だからである。また，勤務地を限定することなく，従業員が異
動することができることは，企業の戦略に沿った人材配置とキャリア形成を
促進することができるからである。したがって，本稿は，雇用の定めがなく
且つ勤務地についても限定されない雇用形態の正規従業員をコア従業員とす
る。
図表２をみると，正規従業員と非正規従業員との間に相補関係が成立して
いることが窺える。すなわち，雇用の定めの有無と勤務地の限定性の２つを
用いた場合，４つの分類が可能である。これをタイプ１からタイプ４と呼ぼ
う。このうち，タイプ１であるコア従業員が正規従業員の６０．４％を占める。
残りの大半が，雇用期間に定めがなく，勤務地が限定されている従業員であ
る（３２．６％）。それに対して，非正規従業員は，雇用区分が限定された契約
形態であり，両者で全体の９３．３％を占める。
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正規従業員のタイプ 非限定 限定 合計
タイプ１ 雇用定めなし・勤務地非限定 ８０．７ １９．３ １００
タイプ２ 雇用の定めあり・勤務地非限定 ６５．６ ３４．４ １００
タイプ３ 雇用の定めあり・勤務地限定 ３８．２ ６１．８ １００
タイプ４ 雇用の定めなし・勤務地限定 ３６．２ ６３．８ １００
合計 ６４．２ ３５．８ １００
図表３ ４つのタイプと仕事の範囲（仕事の範囲）
次に４つのタイプと仕事の範囲の限定性に関するクロス集を見てみる。仕
事の限定性も，これまでの日本企業のように特に明確に限定せずに，幅広い
ジョブローテーションを通じて知的熟練（小池，２００５）を形成することが指
摘される一方で，Lepak and Snell（１９９９）の枠組みに従えば，高い専門性を
通じて企業に貢献する従業員層も存在することが予想される。
図表３から一口に正規従業員と言っても，いわゆるコア従業員の中でも仕
事の範囲が限定されている者が約２割存在している。反対に，雇用の定めが
なく勤務地が限定されている正規従業員でも，仕事の範囲が限定されていな
い者が３６．２％おり，もはや「正規従業員」という１つのカテゴリーで含める
ことが困難になりつつある。
４－２．人事管理
これまでの分析から第１に，雇用区分が多様化しつつあること，第２に，
コアとノン・コアと呼ばれていた区分についても雇用形態に内容的な違いが
正社員 非正社員 全 体
区分数 ％ 区分数 ％ 区分数 ％
タイプ１ 雇用定めなし・勤務地非限定（コア従業員） ５７５ ６０．４ １７ １．５ ５９２ ２７．９
タイプ２ 雇用の定めあり・勤務地非限定 ３２ ３．４ １１７ １０．０ １４９ ７．０
タイプ３ 雇用の定めあり・勤務地限定 ３５ ３．７ ９７６ ８３．３ １０１１ ４７．６
タイプ４ 雇用の定めなし・勤務地限定 ３１０ ３２．６ ６１ ５．２ ３７１ １７．５
計 ９５２ １００ １１７１ １００ ２１２３ １００
図表２ 雇用期間の定めと転勤の有無別による従業員のタイポロジー
注１：勤務地の限定の中には，勤務地が実際に限定されているという選択肢と，契約では限定されていないが，
実際には限定されているものも含む
注２：２００２年の質問票は，２つのデータセットから成立しており，１つは企業調査，もう１つは雇用区分毎に
見たデータセットである。このクロス表は，雇用区分毎のデータを用いており，企業数は欠損値を除いた
５３３社であるが，雇用区分数は２，１２３である
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みられた。こうした区分内の変容が，人事管理にも影響を与えているのかを
検討してみよう。
最初に賃金の決定基準である。いずれのタイプでも技能や職務遂行能力が
大きな割合を占めているが，タイプごとに特徴がみられる。タイプ１は，主
に技能や職務遂行能力（４０．７％）であり，併せて職務内容の責任の重さ
（２２．７％）が決定要素である。タイプ２は，他のタイプに比べて仕事の成果
や業績（３６．７％）の割合が高く，他のタイプと比べて約倍近い。タイプ３は，
技能と職務遂行能力および年齢や勤続年数が共に３１．４％である。雇用区分の
定めがある正規従業員であっても，タイプ２とタイプ３では評価軸が全く異
なることが明らかになった。タイプ４は，技能や職務遂行能力が４タイプの
中で最も高く，年齢や勤続年数も同時に決定基準に影響を与えている
（２３．６％）。
図表４ タイプ別の賃金決定基準
人材育成方針を見ると，２点特徴を挙げることができる（図表５）。第１
に，タイプ１のコア従業員には長期的な視点から計画的に幅広い人材育成を
行うこと（６２．４％）が最も多いのは当然としても，次いで多いのが，雇用期
間の定めがあっても勤務地が非限定のタイプ２である（４６．４％）。反対に，
同じ雇用期間の定めのないタイプ４は，長期的な視点から計画的に特定の技
能を習得させる（３４．６％）が最も多い。第２に，タイプ３は，業務の必要に
応じた技能形成（３６．４％）と技能育成を必要としない（２７．３％）が多い。
企業内労働市場の分化と分断
―３９―
長
期
的
な
視
点
か
ら
計
画
的
に
幅
広
い
技
能
を
習
得
さ
せ
る
長
期
的
な
視
点
か
ら
計
画
的
に
特
定
の
技
能
を
習
得
さ
せ
る
業
務
の
必
要
に
応
じ
て
そ
の
つ
ど
技
能
を
習
得
さ
せ
る
定
型
業
務
を
こ
な
せ
る
程
度
に
技
能
を
習
得
さ
せ
る
簡
単
な
仕
事
を
任
せ
る
の
で
技
能
育
成
は
と
く
に
考
え
な
い
即
戦
力
を
採
用
す
る
の
で
技
能
育
成
は
と
く
に
考
え
な
い
図表５ タイプ別の人材育成方針
タイプ別の正規従業員の特徴をまとめてみると，図表６のようになる。職
種は，全体的に事務職が多いものの，タイプ１のコア従業員は管理を担い，
タイプ２，タイプ３，タイプ４は，専門的な技能を以って貢献する場合が多
いようである。このことは昇進の上限からもわかる。タイプ１とタイプ２
は，２次考課以上の職位に就くのに対して，タイプ３は，査定をする職位に
はつかない。タイプ４は，１次考課を行う職位に就いている。技能形成の方
針は，図表５で見たように，タイプ１とタイプ３は，雇用期間の定めがない
ことから長期的な視野に立って育成がなされるのに対して，タイプ２とタイ
プ３は，業務の必要性に応じて育成を行っていることが分かる。
正規従業員の人事管理をまとめると，タイプ１は，我々が思い描く正規従
業員であると言えそうである。すなわち，将来の経営層として長期的な視点
で幅広い能力の技能の習得を目指し，技能や職務遂行能力を主な評価軸とし
て用いている。タイプ２は，専門的な知識や技能を以って企業に貢献する人
材であると予想される。Lepak and Snell（１９９９）の枠組みに従えば，公認会
計士や弁護士など，市場価値でも評価されるような人材群であると考えられ
る。タイプ３は，正規従業員であっても，雇用期間の定めがあり，勤務地も
仕事の範囲も限定されている人材群である。その役割は非正規従業員と近
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く，期間限定の従業員に近い。タイプ４は，いわゆる一般職や地域限定社員
を連想することができるだろう。他の３タイプと違い転換制度があり，長期
的な人材育成を指向しているからである。
４－３．転換制度のインパクト
企業内労働市場が複数の正規従業員区分と非正規従業員区分によって構成
されているのであれば，それらのインターフェースが重要になる。これは佐
藤（２００８）や守島（２００９）が指摘しているように，２つの問題がある。１つ
は，処遇均衡の問題である。同じ企業内に複数の雇用区分が存在する場合，
これまでの正規従業員と非正規従業員との間の処遇均衡だけでなく，正規従
業員同士の処遇均衡も人事管理上の課題になりうるからである。雇用区分間
のインターフェースが重要になるもう１つの理由は，雇用区分間の人材異動
の問題である。これまで見てきたように雇用区分に応じて個別に人事管理を
行うことは，雇用区分間の異質性を高め，区分間の異動の障壁を高くするこ
タイプ１ タイプ２ タイプ３ タイプ４
≪労働条件≫
雇用契約期間
勤務地
仕事の範囲
労働時間制度
（導入している中で最多）
期間の定めなし
非限定
非限定（８０．７）
変形労働時間制（４２．３）
期間の定めあり
非限定
非限定（６５．６）
変形労働時間制（３７．５）
期間の定めあり
限定
限定（６１．８）
変形労働時間制（３４．３）
期間の定めなし
限定
限定（６３．８）
変形労働時間制（３７．４）
≪仕事内容とキャリア≫
職種（上位３つ）
昇進の上限
技能育成の方針（上位
２つ）
転換制度
「事務職」「管理」
「営業・販売」
２次考課以上を行う
（７５．７）
長期的な視点から計
画的に幅広い技能を
習得させる（６２．４）
長期的な視点から計
画的に特定の技能を
習得させる（１７．８）
なし（５７．５）
「専門・技術」「事務職」
「管理」「営業・販売」
２次考課以上を行う
（５８．１）
長期的な視点から計
画的に幅広い技能を
習得させる（４６．４）
業務の必要に応じて
そのつど技能を習得
させる（２１．４）
なし（７７．４）
「事務職」「専門・技術」
「営業・販売」
考課はしないが部下を
指導する（３５．４）
業務の必要に応じて
そのつど技能を習得
させる（３６．４）
即戦力を採用するの
で技能育成はとくに
考えない（２７．３）
なし（６２．９）
「事務職」「専門・技術職」
「営業・販売職」
１次考課を行う（２７．９）
長期的な視点から計
画的に幅広い技能を
習得させる（４５．７）
長期的な視点から計
画的に特定の技能を
習得させる（２２．８）
あり［過去３年以内に
実施］（５７．０）
≪賃金制度≫
基本給の支払形態
賃金の決定基準
月給制（８５．７）
技能や職務遂行能力
（４０．７）
月給制（９０．６）
技能や職務遂行能力
（３６．７）
仕事の成果や業績
（３６．７）
月給制（７０．６）
技能や職務遂行能力
（３１．４）
年齢や勤続年数（３１．４）
月給制（８５．８）
技能や職務遂行能力
（４５．９）
図表６ 正規従業員間の雇用区分の特徴
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とを意味する。雇用区分間の移動（異動）障壁が高くなれば，雇用区分内の
専門性や企業特殊的熟練の形成が促進される反面，企業にとって事業環境の
変化に応じた人材の配置が困難になることが予想される。分断された雇用区
分間の異動の難しさは，正規従業員と非正規従業員との間で既に顕在化して
いる。例えば，図表７を見ると，転換制度を導入している割合はタイプ１か
らタイプ３では少ないけれども，転換先の雇用区分を見ると，他の正規従業
員への異動が可能である。
転換制度のインパクトは，処遇均衡と転換制度とのクロス集計からもわか
る（図表８）。仕事内容が正規従業員と全く同じパートタイマーと８割程度
が同じパートタイマーとの処遇均衡について，転換制度がある方が処遇均衡
を考慮している割合が高い。
４－４．雇用区分が複数存在する理由
最後に企業が複数の雇用区分を設ける理由を押さえておく（図表９）。正
規従業員の雇用区分（n＝９４４）を対象として正規従業員と非正規従業員を峻
仕事内容 処遇均衡の考慮
転換制度あり
（内：制度は
あるが過去３
年実施せず）
転換制度なし
仕事内容や責任が正社員と全く同じパー
トタイマーと正社員との処遇均衡
正社員との処遇の均衡を考慮している
正社員との処遇の均衡は考慮していない
５８．８（１１．３）
５１．２（９．９）
４１．２
４８．８
仕事内容や責任の８割以上が正社員と同
じパートタイマーと正社員との処遇均衡
正社員との処遇の均衡を考慮している
正社員との処遇の均衡は考慮していない
６１．６（１１．６）
５１．３（１１．９）
３８．４
４８．７
転換先の区分
転換制度あり
（内：制度はあるが
過去３年実施せず）
正社員の
区分へ
非正社員
の区分へ
正社員の区
分と非正社
員の区分へ
合計
タイプ１ 雇用定めなし・勤務地非限定 ４２．５（９．８） ７０．２ ２３．０ ６．７ １００
タイプ２ 雇用の定めあり・勤務地非限定 ２２．６（６．５） ５０．０ ５０．０ １００
タイプ３ 雇用の定めあり・勤務地限定 ３７．１（８．６） ７５．０ ２５．０ １００
タイプ４ 雇用の定めなし・勤務地限定 ７１．３（１４．３） ７６．２ １５．９ ７．９ １００
合計 ５１．１（１１．１） ７２．９ ２０．１ ７．１ １００
図表７ タイプ別にみた転換制度の状況
図表８ 処遇均衡と転換制度のクロス表
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注１：サンプルは，正規従業員の区分（n＝９４４）
別する理由と正規従業員に複数の雇用区分を設ける理由を見ると，いずれも
仕事内容や責任の違いと賃金・処遇制度の違いが共通する区分の基準であ
る。それに対して，正規従業員と非正規従業員の違いとして目立つのは労働
時間や勤務日数の長さ（３６．１）と雇用期間や期待する勤続年数の違い（３０．８）
である。他方，正規従業員間に複数の雇用区分を設ける理由として特徴的な
のが，転勤の有無（３５．６）と昇進・昇格の上限の違い（２７．６）である。
図表９ 正規従業員と非正規従業員の区分を設ける理由と正規従業員に複数の雇
用区分を設ける理由
次に雇用区分数を従属変数として，企業レベルからの分析から検討してみ
る。分析に用いられるのは，本稿で用いられている「雇用管理の現状に関す
る調査」の企業調査（n＝５４７社）のデータである（図表１０）。
独立変数には，産業ダミー，労働組合ダミー，企業設立経過年（２００２－企
業設立年），企業規模変数ダミー，正規従業員比率ダミー３，競争力変数ダ
ミー７項目（「製品・サービスの価格」「製品・サービスの独自性」「製品・
サービスの質」「マーケティング・製品・サービスの開発力」「正規従業員の
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人的資源の質」「非正規従業員の人的資源の質」「社員の企業へのコミットメ
ント」）を設定した４。
正規従業員区分数と非正規従業員区分数の双方に影響を与えている変数
は，卸・小売・飲食ダミーと労働組合ダミーであるが，正負の符号は反対で
ある。正規従業員の区分数にのみ影響を与える変数は，サービス業，正規従
業員の人的資源の質であるのに対して，非正規従業員の雇用区分数にのみ有
意に影響を与えるのは，企業設立経過年数と正規従業員比率１０－３０％ダミー
であった。
正規従業員区分数 非正規従業員区分数
変 数 β S.E. β S.E.
d＿製造業 －０．０５１ ０．１４４ ０．０８３ ０．１３７
d＿サービス業 －０．１４７** ０．１７４ ０．０３８ ０．１６６
d＿運輸業 －０．０４１ ０．１７６ ０．０６１ ０．１６７
d＿卸＿小売＿飲食 －０．２１５*** ０．１５２ ０．１５５** ０．１４４
d＿労働組合 －０．１０４** ０．１４０ ０．１２３** ０．１３２
企業設立経過年 ０．０７４ ０．００２ ０．０９８** ０．００２
d＿２００１年＿従業員規模１０００人未満 ０．０４６ ０．１４２ －０．０２６ ０．１３３
d＿２００１年＿従業員規模２０００人未満 ０．０３８ ０．１５５ －０．０１０ ０．１４６
d＿２００１年＿従業員規模２０００人以上 ０．０６５ ０．１５５ ０．０７９ ０．１４６
d＿正規従業員比率１０－３０％ －０．０６７ ０．２４６ ０．１２６** ０．２３１
d＿正規非正規比率３０－５０％ －０．００６ ０．２３５ ０．０３５ ０．２２１
d＿正規非正規比率５０－７０％ －０．０７８ ０．２１６ ０．０１７ ０．２０３
d＿正規非正規比率７０％以上 －０．０５４ ０．１７１ －０．１１４ ０．１６２
d＿競争力：製品・サービスの価格 －０．０１４ ０．１０７ ０．０４２ ０．１０２
d＿競争力：製品・サービスの質 －０．００３ ０．１０２ ０．００９ ０．０９６
d＿競争力：製品・サービスの独自性 －０．０２１ ０．１０７ ０．０５９ ０．１００
d＿競争力：マーケティング，製品・サービスの開発力 ０．０１８ ０．１３１ ０．０４１ ０．１２３
d＿競争力：正社員の人的資源の質 ０．０８９** ０．１１０ ０．０２４ ０．１０４
d＿競争力：非正社員の人的資源の質 ０．０１６ ０．２６５ －０．００２ ０．２４７
d＿競争力：社員の企業へのコミットメント ０．０００ ０．２２５ ０．００１ ０．２１４
F値 ２．１５６*** ３．０２２***
調整済 R２ ０．０４２ ０．０７２
図表１０ 雇用区分数の規定要因
注１：*０．０５＜p＜０．１０；**０．０１＜p＜０．０５；***＜０．０１
注２：産業ダミーは，建設業をレファレンスとし，従業員規模は，１０００名以下をレファレンスとしている。
また，正規従業員比率は，１０％以下をレファレンスとしている
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５．ディスカッション
発見事実として３点述べることができる。第１に，企業内の雇用区分の組
み合わせを見た場合，正規従業員と非正規従業員の組み合わせは多様化して
いることが示された。また，コア従業員を雇用の定めがなく，且つ勤務地に
ついて非限定であると考えた場合，コア従業員は正規従業員の約６割程度で
あり，地域や仕事の範囲など限定的な活用とそれに合せた処遇や配置につい
て差異が生じていることが明らかになった。第２に，企業内労働市場の雇用
区分の複数化が進むことで，区分間のバランスを取るための処遇均衡と，異
動手段としての転換制度が重要になることが示された。図表８からは雇用区
分に転換制度がある方が処遇均衡を考慮する傾向が確認された。第３に，正
規従業員，非正規従業員の区分数の決定要因として影響を与える変数とし
て，卸・小売・飲食業と労働組ダミーがあった。卸・小売・飲食業は，店舗
のオペレーションのために，非正規従業員が欠かせない人材であることか
ら，非正規従業員の区分数が増えていくのであろう。その意味で雇用区分数
は産業構造にも依存することが示された。だが，それ以上に重要なのは労働
組合である。労働組合は，正規従業員の区分数に負の方向に有意で，非正規
従業員の雇用区分数に正の方向に有意であることから，同じ正規従業員であ
っても，人事管理や処遇に格差をつけるように雇用区分を複数設けること
は，労働組合が存在する場合には困難であることを意味する。反面，企業内
部の正規従業員の雇用区分を維持する代わりに，非正規従業員の雇用区分数
を複数設置することで外部環境や事業環境の変動に対応しようとする力が働
くと考えることができる。言い換えれば，労働組合は，正規従業員の雇用区
分の複層化を抑止すると同時に，代替手段として非正規従業員の雇用区分の
複層化を促進するととらえることができよう。
以上の議論を踏まえると，我が国の企業内労働市場は以下の図のように考
えることができる。雇用期間の定めの有無とビジネスへの貢献の大小の２軸
を取った場合，本稿で論じてきた４つのタイプは，４象限にそれぞれプロッ
トされる。コア従業員であるタイプ１は，ビジネスの貢献は大きいものの，
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企業特殊的な技能の育成に時間を要する。したがって，入社数年は，少なく
ともビジネスへの貢献は少ないことが考えられるため，少しいびつな形でプ
ロットされる。同時に，タイプ４は入社当初のコア従業員と同じ象限にプロ
ットされるだろう。なぜなら彼らは，限定された地域と仕事でビジネスに貢
献するタイプだからである。ただし，意欲のある者や能力のある者は転換制
度によって，タイプ１のコア従業員になる機会が用意されている。それに対
してタイプ３は，企業内部に存在する正規従業員でもかなり切り離された存
在である。一部の企業では転換制度が設けられているものの，導入率も低く，
分断されている可能性が高い。また仕事内容も定型業務が多く，能力開発も
なされていないことから，外部労働力として存在する非正規従業員と類似し
ている点が多い。玄田（２００７）がいう非正規従業員の「正社員化」と共通す
る。最後のタイプ２は，特定の専門知識によってコア従業員と並んでビジネ
スに貢献する。だが，近年，定年延長や定年後の再雇用によってタイプ１か
らタイプ２への異動が起こりつつある。特に，プロジェクトの取りまとめや
社内の数多くの部署との折衝が必要なポジションの場合，同じ象限に位置付
図表１１ 企業内労働市場モデル
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けられているハイエンドの非正規従業員よりも，企業特殊熟練を有する，タ
イプ１から異動してきた従業員を活用する方が合理的である。
但し，注意しなければならないのは，すべての企業にタイプ１からタイプ
４の区分が存在するわけではなく，企業内労働市場は労働組合の有無（およ
び交渉力）や産業によって依存するし，スケールメリットを活かすことがで
きる業務については企業外部へ移管されている可能性も十分にある点であ
る。
６．まとめと今後の課題
本稿は，２次データを用いて企業内労働市場が分化し且つ分断されている
様相を明らかにした。分析から示唆されるのは，少しずつではあるが，企業
における人的資源の個別管理が進んでいる点である。本稿で用いたデータセ
ットは２００２年のものであるが，同様の分析を行った西村・守島（２００９）では，
企業の競争力変数も企業内労働市場のパターンに影響を与えることが示され
ている。多様な雇用区分は，同時に，均衡処遇と労働移動の問題も引き起こ
す。
こうした点を踏まえて，実務上のインプリケーションを導き出すとしたら
次の２点に集約される。第１に，正規従業員間の処遇均衡と転換制度の設置
である。企業側から見れば，労働移動のコストがかかることになり，結果と
して企業の効率性の低下や意思決定の遅延を招く恐れがある。他方で，従業
員から見れば，いくらやる気や能力があっても，いったん入った雇用区分以
外に転換（異動）できないとしたら，働く意欲の低下を招き，離職意思を高
めてしまうかもしれない。第２に，労働組合と雇用区分の関係である。分析
から労働組合は，正規従業員の雇用区分数を抑制する効果が示された。労働
者保護の観点からすれば，望ましいことではあるが，正規従業員の雇用を堅
持することが目的にならないように，自社のビジネスモデルや産業との整合
性を考慮に入れて企業内労働市場を設計する必要があるだろう。
本稿は，企業内労働市場と人材ポートフォリオ論について幾つかの貢献を
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果たしたが，同時に数多くの課題も残されている。第１に，データセットの
制約上，雇用区分の順番を組み合わせた分析ができなかった点である。企業
が実際にどのような組み合わせで雇用区分を設けて，人事管理をしているの
かを明らかにすることができなかった。第２に，雇用区分ごとの人材育成方
針と競争力変数など，クロスレベル分析ができていない点である。これらの
限界は別データや１次データの収集をすることで今後解明すべき課題であ
る。
№ 変 数 平均 標準偏差 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２
１ 非正規区分数 ２．０１ １．０８ １
２ 非正規区分数 ２．６４ １．０２－．０３４ １
３ 企業設立経過年 ５３．０３２９．３８ ．１０３* ．１２１** １
４ d＿労働組合 ０．８３ ０．３７－．０２１ ．１４５** ．２９０** １
５ d＿製造業 ０．３１ ０．４６ ．０８５* ．０５８ ．３５７** ．２６５** １
６ d＿競争力：製品・サービスの価格 ０．２８ ０．４５－．０１８ ．０４１ ．０１８ ．０１６ ．０４４ １
７ d＿競争力：製品・サービスの質 ０．６５ ０．４８－．００７ －．００２ ．０５０ －．０２３ ．０４６ ．１０４* １
８ d＿競争力：製品・サービスの独自性 ０．２９ ０．４５－．０２２ ．０５１ ．０４８ ．０４３ ．１４１** －．１４１** －．０８２ １
９ d＿競争力：マーケティング，製品・サービスの開発力 ０．１６ ０．３７ ．０３５ ．０６２ ．１１０* ．０７３ ．２２０** －．０８２ －．１４８** ．０３５ １
１０ d＿競争力：正社員の人的資源の質 ０．２６ ０．４４ ．０９７* －．０１９ －．０２５ －．０１２ －．１２８** －．１８８** －．０９５* －．１５７** －．０５６ １
１１ d＿競争力：非正社員の人的資源の質 ０．０３ ０．１８ ．００９ ．０１５ －．０４８ －．０２８ －．０７８ －．０４６ －．１２０** －．０２６ －．０５２．１２２** １
１２ d＿競争力：社員の企業へのコミットメント ０．０４ ０．２１ ．００７ －．００６ －．０１５ －．０７２ －．０２７ －．０３４ －．１４０** －．０５６ －．０４４．０３４ ．０１１ １
付表 主要変数の相関
注１：**は１％水準で有意（両側），*は５％水準で有意（両側）
１ 本論文は，「平成１９年度 少子高齢化の下での持続的成長と財政再建に関する国際共同研究調査」で行われ
た「雇用区分別にみた人材マネジメントの実態とその企業および個人への影響」研究の報告論文”Transforma-
tion of Internal Labor Market and Determinative Factors”を参考にしている。
２ 例えば，新・日本的経営システム等研究プロジェクト編は（１９９５）は，勤続期間と他社への移動容易さの
軸を用いており，Lepak & Snell（１９９９）は，人的資本の特殊性と人的資本の価値の２軸，波多野・守島・
鳥取部（２０００）と守島（２００１）は，組織・個人志向の軸と運用・創造の２軸，平野（２００８）と朴・平野（２００８）
は，人的資源特殊性と労働関係特殊性を用いている。
３ 正規従業員人数／（正規従業員＋非正規従業員）×１００を用いて，ダミー変数化したもの。なお，外部労働
力については雇用関係にないことから式からは除外している。
４ 「非常に優れている」，もしくは「優れている」を選択した場合を１としたダミー変数
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